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三菱 UFJ信託銀行株式会社 

労働力搾取及び人身取引の防止の取り組みに関する声明（2024年度） 

はじめに 

本声明は、英国現代奴隷法（2015）第 54 条に基づいて作成されたものであり、2024 年

度にわたって、三菱 UFJ信託銀行（以下、「当社」）のサプライヤー等もしくは当社の

活動のいかなる部分においても、労働力搾取及び人身取引が行なわれないための取り組

みが強固なコントロール下であることを詳細に説明するものです。 

当社は、引き続き、自らの活動、また、サプライヤー等との関係構築においても、プロ

としての自覚と高い倫理感を持ち、絶え間ない改善努力を行なっています。労働力搾取

及び人身取引は、MUFG Way（MUFGグループ全体の活動の指針となる、事業活動を行

う上での基本方針）そして MUFG グループ行動規範（以下、「行動規範」）と相反す

るものであり、当社内及び当社のサプライヤー等においても決して許されるものではあ

りません。当社は、本声明を通じて、この原則をより確固たるものにしたいと考えてい

ます。 

労働力搾取と人身取引 

「労働力搾取」とは、強制、脅迫、または欺瞞で他人を搾取し、その者の自由を損なう

さまざまな状況を指します。これらの状況には、奴隷制、隷属、強制結婚、強制労働、

借金による束縛、労働力の欺瞞的募集、そして最悪の形態である児童労働が含まれます。 

「人身取引」とは、ある者が搾取を目的として他人の輸送を手配あるいは促進すること

です。 

組織構造とサプライチェーン 

当社は、日本で設立され、日本に本店を置く金融機関です。当社は東京証券取引所プラ

イム市場、名古屋証券取引所プレミア市場、ニューヨーク証券取引所に上場している三

菱 UFJ フィナンシャル・グループ(以下「MUFG」または「グループ」)の子会社です。

ロンドン支店を含む世界中の支店を通じて事業を展開しています。当社のグローバルな

経営陣は、日本を本拠として、当社の全拠点が MUFG Way そして行動規範を実現する

活動を行なうよう監督しています。 

当社は、銀行業務、受託財産業務、不動産業務、証券代行業務等を担っています。当社

のサプライチェーンは、オフィスの運営やスタッフのサポートに必要な製品やサービス

の購入等が該当します。 

現代奴隷及び人身取引慣行リスク 

当社は、銀行および金融サービス業界において事業を行っており、直接的な事業運営に

おける現代奴隷のリスクは低いと認識しています。しかし、当社はそのようなリスクに

対して警戒を怠らず、当社内及び当社のサプライヤー等における労働力搾取及び人身取

引を回避することに、責任をもって対応します。 

当社は、当社全体のリスク戦略の一環として、また一企業の義務として、コンプライア

ンスおよびリスク管理の枠組みを整備しています。この枠組みには、事業運営に影響を

与える可能性のある顧客の金融リスクや、奴隷労働と言ったような道徳に反する行為を
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含む金融犯罪リスクを検知、評価、対処、監視するための体系的なプロセスを組み込ん

でいます。顧客に対しては、取引開始時および定期的に、顧客にとって不都合な報道に

チェックを実施しています。このチェックには、規制抵触、金融犯罪、社会的な評判に

関する懸念を浮き彫りにするデータベース検索を含んでいます。 

当社は、現代の奴隷制に関するリスクが、主に上記のようなサプライチェーンに存在す

ると考えています。たとえば、オフィスの運営やスタッフの支援のために製品やサービ

スを調達する際、これらの調達活動がサプライヤーの従業員に悪影響を及ぼす可能性が

あります。こうしたリスクを回避するために、私たちは人権を尊重する姿勢を持ってサ

プライチェーンに取り組んでおり、ポリシーと手続きを整備しています。詳細は以下の

「方針及び手続きについて」をご参照ください。 

 

方針及び手続きについて 

MUFG の一員として、当社は MUFG Way そして行動規範を遵守して参ります。昨年度

に続き、今年度も行動規範の見直しが行われ、MUFG が職員に対して求める行動の期待

値が示されました。MUFG グループ行動規範にしたがい、当社は全職員の人権を尊重し、

公明正大かつ誠実な姿勢で臨み、当社に適用される法令や社会ルールを常に遵守し、犯

罪行為には毅然とした対応を講じます。当社は行動規範の中で、当社が地域社会の発展

に貢献すると共に、人権の尊重にまい進することを明確に述べています。 

また MUFGは全世界のグループ各社に適用される MUFG人権方針及び MUFG人権レポ

ートを公表しており、全ての事業活動における人権尊重への献身的な取り組みを明確に

示しています。この方針には、人権侵害を回避するための当社のサプライヤー等への働

きかけについても明記されています。今年度に MUFG 人権方針を更新し、人権デュー

ディリジェンスに関する方針や人権に関連するリスクを特定するための取り組みを掲載

するとともに、各ステークホルダーに対する人権配慮に関する記載を拡充しています。

また、これと併せて MUFG人権レポート 2024を公表しました。 

MUFG が公表した MUFG 環境・社会ポリシーフレームワークは、グループの事業活動

から生じる環境及び社会リスクに取り組むためのアプローチを示しています。このフレ

ームワークでは、MUFG 及びすべての事業体が児童労働または強制労働そして人身取引

を行っている事業へのファイナンスを行うことを明示的に禁止しています。このフレー

ムワークは、行動規範及び人権方針を含むグループの方針に定められた期待を満たすた

めに、定期的に見直され、必要に応じて更新しています。 

本ステートメントの期間中に、特定業界における児童労働、強制労働を含む人権侵害の

環境的かつ社会的なインパクトに対する当社認識を反映して MUFG 環境・社会ポリシ

ーフレームワークを更新しました。 

MUFG では、購買活動において公正かつ健全な取引慣行を維持するための基本原則を定

めた独自のアプローチ「購買活動に対する考え方」を採用しています。これには、サプ

ライヤーに対しても同様の倫理的基準を求める姿勢が含まれています。 

当社は、事業運営において労働力搾取及び人身取引の発生リスクを軽減するため以下の

措置を講じています。 

 人事規則を作成し、互いを尊重し、公正を期し、互いに協力し、チームワークを発

揮し、互いに助け合い、互いに信頼し、透明性のある職場環境となるよう努めてい

ます。 
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 内部通報・従業員用苦情手続きを作成し、全職員は労働力搾取や人身取引に関する

如何なる不安であっても報告できる体制をとっています。 

 労働力搾取や人身取引が、贈収賄やマネー・ローンダリングに繋がる行為の一つと

認識し、贈収賄防止及びマネー・ローンダリング防止に係る規則を作成しています。  

デューディリジェンスのプロセスと継続的な取り組みについて 

当社は、いかなるいじめやハラスメント等を容赦することなく、見逃すことをしません。

また当社は多様性を認め、全職員が個々に価値のある人間として認められ、尊重され、

その意見が受け入れられる、分け隔てのない職場環境作りに努めています。当社は、最

低賃金に係る規制等関連する法令上の義務に従い、差別することなく雇用に関する各決

定を行なっています。当社は、当社の行動規範と合致する倫理原則を持つサプライヤー

等との取引に努めており、サプライヤー等に対して公正で倫理的な労働環境を整備して

いくことを求めています。 

当社は、ビジネスサプライチェーンにおける労働力搾取及び人身取引が行なわれるリス

クを軽減するために講じられている防止措置を規定しています。例として外部委託先に

対するオンボーディング手続きとリスク評価手続きでは、労働力搾取に関するリスクを

特定、判断し、且つ必要に応じて管理強化を求めます。当社の業務及び当社のサプライ

ヤー等における労働力搾取及び人身取引と対抗するため、当社の対応を今後も継続的に

見直して参ります。 

研修について 

全世界における当社職員は年に一度、行動規範ならびにマネー・ローンダリング防止に

関して研修を受けており、当該期間も実施しました。 

経営陣について 

当社の経営陣は、引き続き、現代奴隷や人身取引が世界的に広範かつ重要な問題である

ことを十分に認識しています。当社の運営しているプロセスや管理体制の中で、現代奴

隷や人身取引に関するリスクが容認できないレベルであると特定された場合には、サプ

ライヤーとの関係を終了することを含め、躊躇なく適切な行動を取ります。 

当社の取り組みの有効性 

当社は現代奴隷に関連するリスクを特定して評価するプロセスの強化に取り組み、必要

に応じて当社のサプライヤー等に対してもコントロールの強化を要請して参ります。 

協議プロセス 

当社はすべての海外支店と緊密に連絡を取り合いながら労働力搾取や人身取引の課題と

向き合っています。これらの課題について、関連する海外拠点間のコミュニケーション

を強化するために活動しています。 
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本声明は、当社の取締役会において 2025年 9月 29日に承認されています。 

石田勝哉 

チーフ・コンプライアンス・オフィサー 

取締役常務執行役員 

三菱 UFJ信託銀行株式会社 

 


